
貸 借 対 照 表 
（平成27年3月31日現在） 

 
 財務４表とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書
の４つの表を指します。 
これらの表は、公共団体の資産や負債の状況、行政サービスにかかった費用や税金等
の収入が何に使われたのか、簡単に分かるようになっています。 
 財務4表を作成する目的は、 

①地方公共団体の説明責任の履行と、②財政の効率化・適正化を促進するためです。
そこには、地方分権の進展に伴い、これまで以上に自由でかつ責任ある地域経営が地
方公共団体に求められているという背景があります。 

財務４表ってなあに？ 

 この表は、平成26年度 君津市の
貸借対照表です。項目名を一部変
更して作成しています。 

 また、住民基本台帳人口の平成
27年3月時点（87,813人）を用いて、
一人あたりの金額を算定しています。 

貸借対照表からわかること 

282億円の負債はありますが、
その約4.5倍近い1,278億円

の資産を持っており、君津市
の家計は十分に健全であるこ

とがわかります。    

 

資金収支計算書からわかること 

資産の購入や地方債の償還を
行ったことにより、昨年度と比較
すると、歳計現金は約2.6億円
減っていることがわかります。 

 

自 平成26年4月1日 

至 平成27年3月31日 

現金の出入りに着目してみると・・・ （単位：千円） 

資金収支計算書 

純資産変動計算書 自 平成26年4月1日 

至 平成27年3月31日 

現代世代の負担額（純資産）の増減は？ 

（単位：千円） 

純資産変動計算書から
わかること 
 

期首純資産残高と比べ、
期末純資産残高が 

約16.4億円増加してい

ます。これは、補助金等
の増加によるものです。 

行政コスト計算書からわかること 

行政サービスを行う中で、かかっ
た費用が分かります。人にかかる
コストは約56億円となっています。 

行政コスト計算書 
自 平成26年4月1日 

至 平成27年3月31日 

使ったお金に着目してみると・・・ 

（単位：千円） 

資産の部 全体 
一人 

あたり 
負債の部 全体 

一人 

あたり 

1．公共資産     1．負債     

 (1) 土地・建物等 116,179,362    1,323       （1） 政府等からの借入 14,799,980    169       

 （有形固定資産）      （地方債）     

 (2) 売れそうな資産 2,825,524      32            （2） 老後の負担 10,172,191    116       

 （売却可能資産）      （退職手当引当金）     

公共資産 合計 119,004,886    1,355       （3） その他 3,211,678     36        

2．投資等     
      

 (1) 株式投資等 2,775,574  32 
負債 合計 28,183,849    321       

 （投資及び出資金、貸付金）               

 (2) 定期預金 2,293,044   26    （うち来年度支払予定額） 2,978,310     34        

 （基金等、長期延滞債権、 
回収不能見込額） 

 
      

 投資等 合計 5,068,618    58  

純資産の部  全体 
一人 

あたり 
3．流動資産     

    

 (1)普通預金等 2,580,688      29           純資産 合計 99,572,431    1,134     

 （歳計現金以外の流動資産）         

 (2)手元にある現金 1,102,088      13               

 （歳計現金）         

流動資産 合計 3,682,776      42               

資産合計 127,756,280         1,455  負債及び純資産合計 127,756,280      1,455  

  全体 
一人 

あたり 

期首純資産残高     

去年の純資産 97,926,700  1,115   

費用 △24,891,552    △283  

 （純経常行政コスト）     

収入 20,426,858       232  

 （一般財源）     

国や県からの補助金等 5,697,280  65       

 （補助金等受入）     

その他 413,145  5  

 （臨時損益、評価替え）             

期末純資産残高 99,572,431    1,134  

（単位：千円） 

  全体 
一人 

あたり 

経常的収支の部     

  給料と生活費の差額 4,309,814    49        

公共資産整備収支の部     

  資産購入 △995,071      △11  

投資・財務的収支の部     

  積立や借金返済    △3,573,305       △41  

      

当年度（歳計）現金増減額       △258,562         △3  

期首現金残高 1,360,650      16        

期末現金残高 1,102,088      13        

  全体 
一人 

あたり 

経常行政コスト 25,741,499  293      

1．人にかかるコスト     
 (1) 人件費等 5,818,174    66        

  （人件費、賞与引当金繰入額）     
 (2) 退職手当の積立 △181,604    △2        

  （退職手当等引当金繰入額）     

2．物にかかるコスト     
 (1) 物件費 5,381,605     61        

 (2) 維持補修費 156,900      2          

 (3) 減価償却 3,312,025     38       

3．その他にかかるコスト     

 (1)社会保障給付 5,846,097             67  

 (2)他会計・他団体への支出 5,023,120             57  

  （補助金等、他会計等への支出額、     
   他団体への公共資産整備補助金等）     

 (3)その他支出 385,182      4          

  （支払利息、回収不能見込計上額、 

  その他行政コスト） 
    

経常収益 849,947     10         

使用料・手数料等収入 849,947     10         

純経常行政コスト 24,891,552    283     

（経常行政コスト － 経常収益）     
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純資産比率・・・・７７．９％ 純資産比率 ＝ 純資産合計／資産合計 
 

純資産比率は、資産合計に対する純資産合計の割合です。この数値が大きいと、現役世代 

が築いた資産の割合が大きいことになり、将来世代への負担が小さくなります。 

逆に、純資産比率が小さいと将来世代の負担が上がり、負債を先送りしたことになります。 

50%～90%が平均的な値です。 

経年比較すると純資産比率は、増加傾向で推移しております。 
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社会資本形成の将来世代負担比率・・・・１４．２％ 
将来世代負担比率 ＝ （地方債残高＋未払金）／（公共資産＋投資等） 
 

社会資本形成の将来世代負担比率は、公共資産や投資等に対する地方債や未払金の割合です。 

この割合が大きいと、将来世代への負担が大きいことを意味します。 

15%～40%が平均的な値で、本市は平均的な値です。 

前年度と比較すると、地方債残高の減少などにより、将来世代負担比率が減少しております。 

今後も地方債残高の抑制に努めるなど、世代間の負担の公平性に配慮した計画的な事業執行を 

行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

  百万円 % 

 

百万円 

受益者負担比率・・・・３．３％ 受益者負担比率＝経常収益÷経常行政コスト 
 

受益者負担比率は、経常的な行政コストに対する受益者の負担の割合です。受益者負担比率が高い
と、経常的な行政コストを税収等の一般財源で賄いきれていないと捉えることができ、市民に税以外の
負担をさせていることになります。2%～8%が平均的な値です。 

全体比率は0.1％上昇しておりますが、経年比較すると、比較的低位で推移していることがわかります。

今後も歳出面では不要なコストの削減を図るとともに、歳入面では、より適正な受給者負担の見直しに
努める必要があります。 

 

 

 

 

 

性質別行政コスト 
 

経常的な行政コストの性質別の割合を見ることで、どのような支出を行っているか、 

把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職手当引当金繰入等の減少により、人にかかるコストの割合は減少傾向にあります。 

※県内平均は総務省方式改訂モデルで財務４表を作成し公表を行っている県内自治体の平均値 

（現時点で平成２６年度の総務省方式改訂モデル財務４表を公表している県内自治体は少ないた
め、平成２６年度の県内平均は空欄としている。） 

本市 県内平均 

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 

人にかかるコスト 23.5 21.9 22.1 - 

物にかかるコスト 33.7 34.4 32.0 - 

移転支出的なコスト 40.3 42.2 43.9 - 

その他のコスト 2.5 1.5 2.1 - 

経常行政コストの構成比率 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

人件費 5,723,806 5,542,724 5,471,318 

経年比較：純資産比率 

経年比較：目的別受益者負担比率 

経年比較：人にかかるコストの内の人件費 
（単位：千円） 

（単位：%） 

生活 

インフラ 

国土保全 
教育 福祉 

環境 

衛生 

産業 

振興 
消防 総務 総額 

平成26年度 3.1 0.6 3.1 6.3 2.1 0.3 3.0 3.3 

平成25年度 3.0 0.7 3.2 6.1 2.3 0.4 2.7 3.2 

平成24年度 2.5 0.7 3.2 4.6 2.0 0.2 2.4 3.0 

資産老朽化比率・・・・５８．５％ 
資産老朽化比率＝ 減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 
 

資産老朽化比率は、有形固定資産のうち、償却資産の取得に対する減価償却累計額の割合
です。この数値が大きいと、所有している資産の老朽化が高いことを意味します。 
35%～50%が平均的な値で、本市は平均より高めの値となっています。 
また、前年度と比較すると1.5%増加しております。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：%） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

資産老朽化比率 55.3 57.0 58.5 

（単位：%） 

経年比較：将来世代負担比率  % 

財務４表の分析 


